
【社会教育法】 

第五章 公民館（第 20 条～第 24 条） 

（目的） 

第二〇条 公民館は、市町村その他一定区域内の住民のために、実際生活に即する教育、学術

及び文化に関する各種の事業を行い、もつて住民の教養の向上、健康の増進、情操の純化を図

り、生活文化の振興、社会福祉の増進に寄与することを目的とする。 

（公民館の設置者） 

第二一条 公民館は、市町村が設置する。 

２ 前項の場合を除くほか、公民館は、公民館の設置を目的とする一般社団法人又は一般財団

法人（以下この章において「法人」という。）でなければ設置することができない。 

《改正》平 18 法 050 

３ 公民館の事業の運営上必要があるときは、公民館に分館を設けることができる。 

（公民館の事業） 

第二二条 公民館は、第二十条の目的達成のために、おおむね、左の事業を行う。但し、この法

律及び他の法令によつて禁じられたものは、この限りでない。 

一 定期講座を開設すること。 

二 討論会、講習会、講演会、実習会、展示会等を開催すること。 

三 図書、記録、模型、資料等を備え、その利用を図ること。 

四 体育、レクリエーション等に関する集会を開催すること。 

五 各種の団体、機関等の連絡を図ること。 

六 その施設を住民の集会その他の公共的利用に供すること。 

《改正》平 11 法 087 

（公民館の運営方針） 

第二三条 公民館は、次の行為を行つてはならない。 

一 もつぱら営利を目的として事業を行い、特定の営利事業に公民館の名称を利用させその他営

利事業を援助すること。 

二 特定の政党の利害に関する事業を行い、又は公私の選挙に関し、特定の候補者を支持する

こと。 

２ 市町村の設置する公民館は、特定の宗教を支持し、又は特定の教派、宗派若しくは教団を支

援してはならない。 

（公民館の基準） 

第二三条の二 文部科学大臣は、公民館の健全な発達を図るために、公民館の設置及び運営上

必要な基準を定めるものとする。 

《改正》平 11 法 160 
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２ 文部科学大臣及び都道府県の教育委員会は、市町村の認証する公民館が前項の基準に従

つて設置され及び運営されるように、当該市町村に対し、指導、助言その他の援助に努めるもの

とする。 

《改正》平 11 法 160 

（公民館の設置） 

第二四条 市町村が公民館を設置しようとするときは、条例で、公民館の設置及び管理に関する

事項を定めなければならない。 

 

 

【日本国憲法】 

第三章 国民の権利及び義務 

第十九条  思想及び良心の自由は、これを侵してはならない。 

第二十条  信教の自由は、何人に対してもこれを保障する。いかなる宗教団体も、国から特権を

受け、又は政治上の権力を行使してはならない。 

○２  何人も、宗教上の行為、祝典、儀式又は行事に参加することを強制されない。 

○３  国及びその機関は、宗教教育その他いかなる宗教的活動もしてはならない。 

第二十一条  集会、結社及び言論、出版その他一切の表現の自由は、これを保障する。 

○２  検閲は、これをしてはならない。通信の秘密は、これを侵してはならない。 

第八章 地方自治 

第九十二条  地方公共団体の組織及び運営に関する事項は、地方自治の本旨に基いて、法律

でこれを定める。 

 

 

【教育基本法】 

第二章 教育の実施に関する基本 

（社会教育） 

第十二条  個人の要望や社会の要請にこたえ、社会において行われる教育は、国及び地方公共

団体によって奨励されなければならない。 

２  国及び地方公共団体は、図書館、博物館、公民館その他の社会教育施設の設置、学校の施

設の利用、学習の機会及び情報の提供その他の適当な方法によって社会教育の振興に努めな

ければならない。 
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【地方自治法】 

第十章 公の施設 

 （公の施設）  

第 244 条 普通地方公共団体は、住民の福祉を増進する目的をもつてその利用に供するための 

施設（これを公の施設という。）を設けるものとする。 

２ 普通地方公共団体（次条第 3 項に規定する指定管理者を含む。次項において同じ。）は、 正

当な理由がない限り、住民が公の施設を利用することを拒んではならない。  

３ 普通地方公共団体は、住民が公の施設を利用することについて、不当な差別的取扱いをし て

はならない。 

 

（公の施設を利用する権利に関する処分についての不服申立て）  

第 244 条の 4 普通地方公共団体の長がした公の施設を利用する権利に関する処分に不服が

あ る者は、都道府県知事がした処分については総務大臣、市町村長がした処分については都道 

府県知事に審査請求をすることができる。この場合においては、異議申立てをすることもで きる。  

２ 第 138 条の 4 第 1 項に規定する機関がした公の施設を利用する権利に関する処分に不

服が ある者は、当該普通地方公共団体の長に審査請求をすることができる。  

３ 普通地方公共団体の長及び前項に規定する機関以外の機関（指定管理者を含む。）がした 

公の施設を利用する権利に関する処分についての審査請求は、普通地方公共団体の長が処分 

庁の直近上級行政庁でない場合においても、当該普通地方公共団体の長に対してするものと す

る。  

４ 普通地方公共団体の長は、公の施設を利用する権利に関する処分についての異議申立て又 

は審査請求（第 1 項に規定する審査請求を除く。）があつたときは、議会に諮問してこれを 決定

しなければならない。  

５ 議会は、前項の規定による諮問があつた日から 20 日以内に意見を述べなければならない。  

６ 公の施設を利用する権利に関する処分についての審査請求（第 1 項に規定する審査請求を 

除く。）に対する裁決に不服がある者は、都道府県知事がした裁決については総務大臣、市 町

村長がした裁決については都道府県知事に再審査請求をすることができる。 


